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はじめに 
 
政府が掲げる「地方創生」では、地域において「ひと」を育て、「しごと」を

生み出し、「まち」の集約・活性化を図るため、地域が独自に「地方版総合戦略」

を策定することが求められている。この地方創生の課題の一つは、新しい発想

やアイディアによって、地域内外の資源を組み合わせ、価値創造につなげる上

で必要な人材、情報、資金が地域に不足していることである。 
 
こうした中で、地域金融機関には、その地域の特長やネットワークに詳しい

人材や情報が高度に蓄積され、また、域内の資金も集積している。2012年度金
融問題 PTは、このような地域金融機関の強みに着目し、中小企業の成長力を高
めるために期待される役割を提言した1。 
その後、人口減少に対する危機意識や、従来とは異なる地域活性化策の必要

性の高まり、地域金融機関の連携・統合の加速や企業の成長支援強化等、地域

金融をめぐる状況は確実に変化している。 
これらの動きを踏まえ、本委員会では、意欲ある地域金融機関は、中小企業

の成長支援にとどまらず、より広範に地方創生に貢献し得るとの認識に基づき、

今後の地域金融機関のあるべき姿を検討した。その結果、本提言では、企業の

再編・再生、新事業・新産業の創造等の触媒として、また、地域内外の主体を

つなぐ結節点としての役割を金融機関が果たすために必要な取り組みをまとめ

た。 
 
他方、地域経済における価値創造のエンジンは、あくまでも企業や農林水産

漁業者等の事業主体である。企業における成長分野の開拓、農林水産業におけ

る先端技術を活用した新しい事業モデルの創出等を実現していくには、企業家

精神に溢れ、ビジネススキルが高く、自立した事業者が必要である。こうした

観点から、経営や事業に必要な金融リテラシーの向上についても敷衍し、提言

している。 
 
 
 
 
 
 
 

                                                   
1 2012年度金融問題 PT提言「中小企業の成長力を高める地域金融機関へ」（2013年 3月） 
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Ⅰ．問題意識―地方創生の鍵となる地域金融機関 

 
１．地方創生における課題 

 
政府は、地域経済の疲弊に対する危機感を背景に、急速に進む人口減少に歯

止めをかけ、経済を再生することをめざし、「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を 2014年 12月に閣議決定した。同戦略における中心的な課題認識は「人
口減少問題」にあるが、地域の産業、それを支える中小企業の活性化なしにこ

の問題を解決することは不可能である。こうした現状を踏まえ、同戦略では「産

業・金融一体となった総合支援体制の整備」等、地域金融機関の協働を要する

政策も謳われている。 
 
地域経済においては、人口減少による経済規模の縮小や労働供給制約に加え

て、以下のような課題も成長を阻害する要因と考えられる。 
   

第一は、地域企業の大部分を占める中小企業2において、主要産業となって

いるサービス業等を中心に、新陳代謝が不活発なことである。その結果、労働

生産性ならびに賃金水準の高い企業への事業と雇用の集約化が遅れている。 
その背景として、従来の地域経済活性化における金融的支援が、中小企業の

資金繰りの改善、借り手保護を目的とする政策が中心であったことが挙げられ

る。中小企業金融円滑化法は 2013年 3月末で終了したものの、中小企業者向
け貸付条件の変更等の実行件数は未だに高水準にある（図１参照）。  
また、信用保証制度においては、高い保証割合に加え、低金利かつ低保証料

での貸出を行っており、民間金融機関の信用保証を付さない融資との競合、低

金利化を招いている。しかもその貸出の大半は既存事業の運転資金が占め、企

業の成長のために必ずしも活用されているわけではないことが伺える3。 
さらに、超低金利政策が敷かれていることもあり、本来金利が有している選

別機能が低下し、競争力を失った企業の温存や借り手側の規律の緩みという弊

害が生じている。 
  

                                                   
2 総務省・経済産業省「平成 24年経済センサス－活動調査」によれば、都道府県別に見た
企業数に占める中小企業の割合は、東京都 99.1%、神奈川県と愛知県 99.7%、大阪府 99.6%。
他の道府県における中小企業の割合は、99.8%以上（「2014年中小企業白書」参照）。 
3 経済同友会 産業構造改革 PT提言「金融・資本市場からの規律による産業構造改革を目
指して」（2015年 3月）参照。 
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第二は、地場産業や農水産品、観光資源等、地域の強み、経済活性化のリソ

ースは有しているものの、それらを生かした付加価値の高い事業、産業が創出

されにくいことである。 
 
第三は、少子・高齢化、人口減少が急速に進行する一方で、公共施設や生

活関連施設を集約するコンパクトシティ化が遅れていることである。また、

社会インフラの維持管理の効率化が進まないまま老朽化への対応が迫られて

おり、今後、そのコストは地方財政を圧迫していく。 
こうした中で、PPP/PFI のより積極的な活用が重視されている。既に

「PPP/PFI の抜本改革に向けたアクションプラン」策定等、政策による支援
は始まっており、自治体、金融機関における体制整備が求められる。 

 
第四は、かかる課題の解決を主導する人材が不足していることである。地方

創生には息の長い取り組みが必要であるが、地域の改革と発展を担うリーダー

を継続的に確保、輩出する環境が整備されていない。 
また、持続的成長は、企業による新技術の開発や新分野への参入等の積極的

なリスクテイクとそれを支える金融が相俟ってこそ実現する。しかし、スター

トアップを中心に、事業活動に必要な金融リテラシーを有している人材を抱え

る企業は必ずしも多くなく、金融リテラシーの底上げが課題である。 
 
第五は、地域の経済活動が都道府県等の行政単位を越え、広域化・グローバ

ル化しつつある中で、地域金融機関の活動領域が必ずしもそのニーズに応えら

れるものとなっていないことである。したがって、昨今の地域金融機関の連

携・統合の動きは、企業等の新たなニーズに対応していく意味で必然的と言え

る。 
なお、都道府県単位の限られた地域を拠点に、貸出金の増加を目標に置くビ

ジネスモデルについては、中長期的に成立しない可能性があると「金融モニタ

リングレポート」4でも指摘されている。 
  

                                                   
4 金融庁「金融モニタリングレポート」（2014年 7月）31～43ページ参照。多くの地域銀
行において貸出金の増加を目標にしているが、全国的な人口減少に伴う貸出規模の縮小が

予想されることを踏まえると、そうした目標が全体としては中長期的に成立しない可能性

があること等を指摘している。 
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２．地域金融機関の昨今の取り組みと期待される地方創生への貢献 

 
地域経済がこうした構造的課題を抱えるなかで、本会の 2012年度金融問題

PTは、中小企業向け貸出の減少は免れ得ないという従来の発想を転換し、地
域の資金需要を創出する取り組みを検討した。具体的には、地域金融機関を中

心に、成長性のある企業を掘り起こし、育成を支援する“ビークル5”の形成や、
地域金融機関とクラウド・ファンディングとの連携強化等を提案した。 
  本提言以降、地域金融機関では、機能強化を図る経営統合6、成果が出るま

でに中長期を要する支援（「農業の６次産業化支援」「創業・新事業支援」「企

業の将来にわたる成長をめざした経営支援」等）を専門に取り扱う部署の創

設7等、新たな取り組みが進んでいる。 
ただし、地域金融機関の貸出残高は足下では増加傾向にあるものの、大企

業や地方公共団体向けの貸出が増えている面があり、貸出にかかる資金利益

（利ザヤ）は低下傾向にある（図表２～図表５）。金融機関間の競争激化によ

り、リスクに応じた金利が設定しにくいことも、その背景として指摘されて

いる。今後は人口減少や高齢化に伴い、貸出規模、預金残高が縮小すると予

想されており、より成長の見込める分野の資金需要創出に向けた取り組みを

加速することが課題である。 
 
なお、金融行政においても、各金融機関の健全性が増しつつある中、積極的

な金融仲介機能の発揮を求める姿勢に転じつつある。具体的には、「金融庁に

よる事業性評価に基づく融資の促進」「投資型クラウド・ファンディングの規

制緩和」「地域経済活性化支援機構における事業再生・地域経済活性化ファン

ドへの出資機能の強化」等が行われている。 
 
今後、地域金融機関には、それぞれの状況に応じて、自らの人材、情報・ネ

ットワーク、地域密着型金融で培ってきたノウハウ、資金等を活用し、地方創

生における課題の解決に貢献することが求められる。こうした中で、自らの強

みを維持・強化しつつ、いかに弱みを補完していくかが地域金融機関の課題で

あり、オープンイノベーションの発想が重要になっている。 
また、地方創生は、一地域の活性化という視点に陥りかねないが、真に解決

                                                   
5 地域金融機関を中心に、成長性が見込まれる候補企業の掘り起しを行うとともに、育成の
ノウハウ等を広く外部から求めていくことを担う枠組みを意味する。 
6 横浜銀行と東日本銀行、肥後銀行と鹿児島銀行、東京都民銀行と八千代銀行の経営統合等。 
7 常陽銀行「地域協創部」の取り組み事例。同行では、地域が活力を取り戻していくための
取り組みを専門的かつ従来以上に多様に展開する部署として、2014年 4月に本部内に「地
域協創部」を設置した。 
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すべきは日本経済全体の生産性向上と高付加価値創造である。付加価値創出の

中心的役割を担っているのは企業であり、また、そこで働く人材である。国内

の大部分の企業は、地域経済を基盤とする中小企業であり、その雇用者数は全

体の約７割8を占めると言われる。 
こうしたことから、地域経済とその成長の原動力である企業の支援において、

地域金融機関の役割は今後さらに重要になる。それを果たすために必要な地域

金融機関における取り組みと、政策による環境整備について以下に提言する。 
 
 

Ⅱ．提言：地域の生産性向上と価値創造を支援する金融機関へ 
 
１．地域経済におけるカタリスト・ハブとしての金融機関の役割 

 
今後の地域金融機関には、生産性向上と価値創造を支援する観点から、以下

のようなカタリスト（触媒）やハブ（結節点）としての役割が必要である。 
 
  カタリストの役割においては、特に事業・産業の新陳代謝を促進すること  
が重要である。 
「『日本再興戦略』改訂 2014」においては、日本企業の生産性向上に向けた

コーポレートガバナンス強化が鍵となる施策の一つに位置づけられた。実際、

上場企業に対しては、「日本版スチュワードシップ・コード」9や 2015年 6月
から適用予定の「コーポレートガバナンス・コード」10の策定に象徴されるよ

うに、ガバナンス強化の動きは活発化している。 
一方、地域の中堅・中小企業の多くは非公開企業であり、こうした動きが波

及していくことは想定し難い。生産性向上を目的としたガバナンス強化は、上

場・非公開に関わらず重要であり、上場企業における株主等が果たす役割を、

                                                   
8 2014年中小企業白書によれば、企業の従業者総数に占める中小企業の従業者数の割合は、
69.7%。 
9 機関投資家がスチュワードシップ責任を果たすにあたり有用と考えられる諸原則。「スチ
ュワードシップ責任」とは、機関投資家が、投資先企業やその事業環境等への理解に基づ

く建設的な「目的を持った対話」（エンゲージメント）等を通じて、企業価値の向上や持続

的成長を促すことにより、「顧客・受益者」の中長期的な投資リターンの拡大を図ることを

意味する（金融庁 日本版スチュワードシップ・コードに関する有識者検討会「『責任ある
機関投資家』の諸原則≪日本版スチュワードシップ・コード≫～投資と対話を通じて企業

の持続的成長を促すために～」参照）。 
10 実効的なコーポレートガバナンスの実現に資する主要な諸原則（金融庁「コーポレート
ガバナンス・コード原案～会社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために～」

参照）。 
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非公開企業においては債権者である地域金融機関が代替可能と考える。 
即ち、地域金融機関にはデットガバナンスにより、中堅・中小企業の経営を

規律付け、成長力向上や事業合理化等を促すことが期待される。 
  また、地域経済のハブとしての役割では、価値創造（イノベーション）に

向けて、経済活性化のリソースを域内外の人材、技術、アイディア等とつな

ぐことが特に重要である。 
地域において付加価値額を高めるには、中小企業における研究開発力の強化、

農林漁業における勘と経験に依存しない効率的な生産方式の導入等、新たな挑

戦が必要である。地域金融機関にはこのような地域のイノベーションを推進す

る一員としての活躍も期待される。 
 

２．強化すべき取り組み 
 
地域金融機関がかかる役割を果たすためには、以下の取り組みの強化が必要

である。 

 

 （１）企業の再編・再生支援            

  事業継続が困難になった企業や親族以外の第三者への事業承継に対する

支援として、M&A仲介サービス、外部専門機関との連携も含めた再編・再
生スキームの提案力を向上させる。また、成長支援と同様、再編・再生にお

いても事業性の評価が重要であることから、市場環境、経営陣、技術力、取

引先等についての理解を深め、目利き力を継続的に向上させる。 
  さらに、転業・廃業支援として、異業種への事業転換や後継者による第二

創業に必要な資金の供給、事業用地の廃業後の活用に関するコンサルティン

グ等を強化する。 
 
（２）産学官金の連携を生かしたコーディネート  
生産性向上や産業の高付加価値化支援に向けて、企業、大学、自治体、金

融機関のネットワーク強化を働きかける。さらにこの連携を生かし、地域の

企業、社会経済の課題・ニーズと域内外の技術、アイディア等とを結びつけ

るコーディネート力を高める。 
（具体的な取り組みの事例） 
・地域金融機関内での産学官連携チームの設置11 
・大学との共同研究により「事業の多角化」「新たなビジネス創出」をめ

                                                   
11 常陽銀行の事例 
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ざす企業に対する「研究開発事業化育成資金」の贈呈12 
    ・地域金融機関のシンクタンク、県、地方大学の連携による自動車部品企

業の医療分野進出支援13 
 
また、企業の強みを生かした成長分野への参入や新事業展開を支援するた

めに必要な情報、人材等に、迅速にアクセスができる体制を構築する。 
 
（３）少子高齢化に対応したまちづくりの支援 
  PPP/PFI の活用を拡大し、インフラ維持管理の効率化や生産性向上にも
寄与するコンパクトシティ化を支援する。 

   まずは地域金融機関と自治体とのコミュニケーションを活発にし、財政

運営における課題を共有する。その端緒として、更新費用の規模、財政へ

の影響を自治体に提示し、公共公有資産マネジメントの計画策定を支援す

る14。 
さらに、適切な事業手法の選定等を行う川上段階から、案件の発掘・形  

成に参画していく。PPP/PFI の活用を拡大するには、自治体と民間の双方
にとっての成功事例を増やすことが必要である。こうした観点から、公的不

動産（PRE：Public Real Estate）の有効活用15のように、事例の蓄積等が

あることにより取り組みやすく、またコンパクトシティを推進する事業を中

心に、民間の創意工夫を生かした提案力を磨いていく。積極的な案件形成へ

の参画は、PPP/PFI のスキームに対する審査能力を高めることにもなり得
る。 
加えて、地域に事業の担い手を増やすことも重要である。したがって、地

域金融機関においては、案件の事業化支援、関係者間の役割・リスク分担、

金融スキームの構築等を行うプロジェクト・コーディネーターを担うととも

に、地域の企業の育成支援にも取り組む。 

                                                   
12 岩手銀行の事例 
13 百五銀行の事例 
14 平成 26年 4月、総務大臣通知により、地方公共団体に公共施設等総合管理計画の策定が
要請された。同計画では、「公共施設等の現況及び将来見通し、人口や維持管理・更新等に

係る経費及び財源の見通し」「公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針」

を定めることが求められている。しかし、平成 26年 10月の総務省「公共施設等総合管理
計画策定取組状況等に関する調査」によれば、策定済みの都道府県はゼロ、指定都市は 20
団体のうち４団体、市区町村は 1721団体のうち１団体にとどまる。 
15 宮崎県・宮崎市は、所有する JR宮崎駅西口の未利用地を活用し、交通センターととも
に複合商業施設等を整備した。事業用定期借地権（契約期間 20年）を利用し、民間事業者
に貸付け、県及び市は貸付料を得ている（国土交通省「第 2回不動産証券化手法等による
公的不動産（PRE）の活用のあり方に関する検討会」配布資料参照）。 
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   また、第三セクターへの融資経験16を踏まえ、国・自治体、事業者、投資

家間の損害の負担、責任を契約において明確化することも重要である。  
 
（４）企業の経営改善や新たな地域金融を担う人材の確保・育成 
生産性向上に向けた企業の経営改善や産業の高付加価値化では、実践的な

経営ノウハウや、既存概念に縛られず広い視野を持つ人材が必要である。ま

た、PPP/PFIの金融スキームの構築では、高度な専門知識を要する。 
短期的には、地域金融機関が単独でこうした人材確保に取り組むことは困

難であるため、地域経済活性化支援機構の専門人材派遣や、政府が検討して

いる「プロフェッショナル人材センター（仮称）17」を活用する。なお、人

材マッチングの実効性を高めるために、地域金融機関において、地域の中

堅・中小企業が必要としている人材像を把握するとともに、候補となる専門

人材の適性を見極める。 
一方、持続的成長には、将来、地域経済の中核を担うような優れた人材を

ひきつける育成環境を整えることも必要であり、中長期的には地方大学等と

連携した人材育成の支援に取り組む。また、地域金融機関の採用を多様化し、

異業種・異業態でのキャリアを持つ人材を活用していく。具体的には、M&A
の仲介や PPP/PFI の案件形成に通じた専門人材を外部から登用することや、
技術評価において、研究・商品開発経験を有する製造業企業 OBの知見を生
かすこと等が考えられる。 

 
（５）成長資金の供給支援の多様化 

   今後、地域においても企業の成長段階や事業の特性等に応じて、資金調

達ニーズはさらに多様化すると考えられる。そうした動きに対応するため、

例えば以下のような方法を複合的に活用できるよう、地域金融機関の知見

を生かして資金供給のしくみをつくる。 
 
   （ア）資本性資金（メザニン等）を供給するファンドを金融機関本体と

は別に組成し、地域金融機関や各方面からの資金を糾合すること

                                                   
16 かつて、「第三セクター」向けの融資にあたり、金融機関では、自治体による「経営指導
念書」（第三セクターに対する自治体の監督責任を認め、その経営を指導することを約束す

る文書）の提出を将来の債務保証を約束する保証予約行為と解釈し、融資を行うケースが

多く見られた。しかし、後に「経営指導念書」などの保証類似行為につき、その責任が否

定される事例が見られたことで、多額の損失計上を余儀なくされるケースが多発した。 
17 まち・ひと・しごと創生本部「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成 26年 12月 27 日）
参照。政府は、都市圏の大企業等のプロフェッショナル人材が、地方の中堅・中小企業の

事業経営に参画する等、地方への新しい人の流れを作る仕組みを構築する方針にある。 
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により、相応のリスクマネーの規模確保と複数機関間でのリスク

分散を図る。 
 
   （イ）都道府県を越えた広域な地方をカバーするファンドを、経験・知

見が豊富な GP（General Partner：無限責任組合員、ファンドへ
の出資とファンドの業務執行にあたる）の下で組成する。複数の

地域金融機関が資金と案件を持ち寄り、客観的・専門的判断に基

づく投資を行い、リターンをシェアする。 
 
   （ウ）クラウド・ファンディングを運営する企業との連携を加速し、ス

タートアップ、NPO等の資金調達に対する支援を強化する。 
 
（６）都道府県の枠を超えた地域金融機関の連携・統合の促進 
多様化する企業や自治体のニーズに柔軟に応えていくために、域内はもと

より、都道府県の枠にも捉われることなく、他の地域金融機関との連携・統

合を推進し、機能の相互補完とその広域展開を実現する。今後は、より多く

の都道府県を跨ぐ広域の連携・統合も考えられる。 
同時に、資金的な支援に限らず、市場、産業の動向や地域間で異なる制度

等に関する情報の提供、海外を含めたより多様な事業者間でのビジネスマッ

チング等、新たな地域金融サービスの提供にも取り組む。 
人口減少や産業構造の転換が進む中では、地域金融機関においても従来の

延長線上に成長への展望を描くことは難しくなっている。連携・統合への加

速化による、より強い地域金融機関の誕生は、期待される機能の発揮と金融

システムの安定という観点から望ましい選択といえる。 
 

３．地域金融機関の取り組みを促進する政策 
 
地域金融機関が上記のような取り組みを進めていくためには、その動きと整

合的な政策の実施も重要である。 

（１）信用保証制度の転換：低収益企業の「温存」から「再チャレンジ支援」へ

その第一は、競争力の低下した企業の退出を遅らせる要因の一つになって

いる信用保証制度の見直しである。 
まず、危機時における中小企業のセーフティネットとしての機能は保持し

つつも、事業継続が困難な企業の単なる資金繰りのための制度利用を減じる

ために、信用保証制度の予算規模を縮小すべきである。具体的には、100％
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保証の全廃と、責任共有制度における信用保証協会の保証割合を 80％から
原則 50％に引き下げる措置を行うことが必要である18。 
一方、信用保証制度縮小により捻出される予算は、同制度とは別の制度に

おいて、中小企業の成長資金に振り向けることも検討に値する。具体的には、

例えば、信用保証協会とは別の組織から、メザニン、エクイティへの需要や

企業買収資金の需要への対応として、成長が期待される中小企業に資金供給

することが考えられる19。 
また、新陳代謝を促進するためには、中小企業の転業・廃業支援に信用保

証制度の予算を振り向けることも一つの方法である。 
 

（２）政策金融機関の規模を柔軟に適正化するしくみの検討    

第二は官民の役割分担の明確化と、政策金融機関の規模の適正化である。 

平時においては、民間金融機関に相応のリスクテイクが求められるが、そ

の貸出原資の大半は預金であることから、リスクテイク能力には限界がある。

また、金融危機等の経済に大きな異変が生じる事態に至ると、自己資本が毀

損し、リスクテイク能力は低下する。その結果として、プロシクリカル20な

金融環境の悪化をもたらすことも懸念される。政策金融には、こうした民間

金融機関によるリスクテイクの限界を補う役割がある。 

以上のような政策金融機関の役割を鑑み、その業務は、金融・資本市場の

育成・活性化への寄与、産業の成長支援、再編・再生支援等の定められた政

策目的の範囲内とし、かつ民間金融機関だけでは対応しきれない場合に、そ

の役割を発揮すべきである。 

また、政策金融機関が民間のリスクテイクを適切に補完していくには、政

策目的の達成度や経済情勢に応じて、事業の規模を適正化すると同時に人材

を民間に供給していくことが求められる。具体的には、貸出債権をより流動

化しやすい市場を構築することや、民間金融機関が政策金融の取り組みによ

り得られた知見を吸収すべく、人材を受け入れること等が考えられる。 

  

                                                   
18 本会の産業構造改革 PT提言では、設立 5年以内の創業期企業に対する融資の保証割合
は例外的に 80％とする提案をしている。 
19 本会の産業構造改革 PT提言では、リスクマネー供給の不足を補う観点から、設備投資
資金や研究開発資金に限り、創業期を過ぎた企業にも信用保証制度の利用を可能にするこ

と、金融機関の出資を信用保証協会が損失補償する仕組みの導入を提案している。 
20 procyclicalityとは景気循環を増幅させる効果。景気後退期に金融機関による企業への融
資が控えられると、経済活動が停滞し、景気がさらに悪化する。 
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（３）PPP/PFIのセカンダリーマーケットの構築 
第三は、PPP/PFI 事業における資金調達の多様化を促す市場の整備であ

る。 
PPP/PFI 事業では、コンセッション方式（公共施設等運営権制度）のよ

うに、公共施設の利用料金収入で投下資金の回収を図る独立採算型をはじめ、

事業リスクに応じた資金の供給が必要である。 
今後、各地域の公共インフラの多くが更新期を迎える中においては、

PPP/PFI 案件に対する各金融機関の関与拡大が欠かせないが、こうした案
件への関与拡大の方策として、PPP/PFI 案件のセカンダリーマーケットの
形成・拡充が考えられる。セカンダリーマーケット参加者が事業の安定稼働

後に参入することは、事業の見通しを審査する上で、スキーム組成よりもハ

ードルが低いと考えられる上に、案件への関与によって PPP/PFI 案件に対
する経験・ノウハウを蓄積することができる。ひいては、PPP/PFI スキー
ム組成の活発化に資することも期待できる。 
こうした観点から、事業の安定稼働後に株式・債権を売買するセカンダリ

ーマーケットが必要であり、その構築に向けた環境整備を期待する。 
 
 （４）地域金融機関の連携・統合促進のための規制緩和 
   第四は、銀行持株会社の規制緩和により、地域金融機関の自主的な連携・

統合の促進を図ることである。 
   銀行法では、持株会社の業務範囲を子会社の経営管理とその附帯業務の

みに制限するとともに21、子会社の範囲も制限22している。この規制を緩和

し、持株会社傘下銀行の資金の一括運用・融通、バックオフィス部門等の

共通業務の一元化により、地域金融機関の統合のシナジー効果を高められ

るようにすることが必要である。さらに、ベンチャー企業等との協業によ

る、IT を活用した新たな金融サービスの提供に取り組むための環境整備も
期待したい。  

   なお、IT企業等への出資により、子会社の範囲を拡大するにあたっては、
持株会社のガバナンスが一層重要になることから、規制緩和と合わせて経

営管理態勢をより強化することも必要である。 
 
 

                                                   
21 銀行法五十二条の二十一。 
22 銀行法五十二条の二十三では、銀行持株会社の子会社の範囲として、長期信用銀行、資
金移動専門会社、証券専門会社、証券仲介専門会社、保険会社、信託専門会社等を挙げて

いる。 
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４．地方創生の主役となる事業体の「金融リテラシー」向上  
 

金融機関による事業性評価や成長資金の供給を強化していくためには、 

企業側においても必要な取り組みがある。 
金融機関を含めた投資家に対し、適切なリスク評価と資金供給を促すため

には、財務情報だけでなく、自社のサプライチェーンにおける位置づけ、知

的財産、ビジネスモデル、人材等の非財務情報を事業者が積極的に開示して

いくことが必要である。また、それらに基づく事業の成長性、市場における

優位性等を、投資家が理解できる言葉で説明する能力も必要となる。 
このような能力の涵養には金融リテラシーの向上が必要であり、特に創業

期から成長期の段階にある企業に求められる。また、成熟期から衰退期にあ

る企業においても、コア事業の強化、ノンコア事業からの撤退を行うことが

想定され、事業についての投資家への説明能力を高めることが必要である。

さらに、調達した資金を事業に投じ、利益に結びつけ、投資家に還元する資

金サイクルの理解は、金融リテラシーの一部を構成するものといえる。 
こうした金融リテラシーの底上げのために、社会人も対象とした地方大学

での寄附講座の開設や、税理士、公認会計士等の企業経営に関わる専門人材

を介した教育支援等の行動を、金融機関が中心となって起こしていくことを

求めたい。 
 
 
おわりに 

 

   地方創生の成否は、自治体だけでなく地域の社会経済を担う中核的主体

である企業、金融機関、大学等の自己革新にかかっている。本提言で述べ

たような地域金融機関による新たな取り組みへの挑戦が強い地域経済をつ

くり、ひいては金融機関自身の持続的成長、日本経済の発展にもつながる

と考えられる。 

   いずれの取り組みも短期的に効果が顕現するものではなく、また、成果

を創出する方策が確立されているわけでもない。地域金融機関が連携する

各主体と試行錯誤を繰り返しながら、成功の定石のようなものを見つけて

いくことが重要であり、今後はこうした取り組みを支える人材ポートフォ

リオの検討も課題である。 

   例えば、リスクの見極めが難しい事業性評価を重視した企業の成長支援

を強化していくには、人材育成においても試行錯誤を許容する評価軸を持

ち、新たな挑戦を促すことが重要と考えられる。こうした組織体制の整備
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も含めた地域金融機関の新たな発展を期待したい。 

      以上 
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図表２：業態別貸出

都市銀行

地方銀行

地方銀行Ⅱ

日本銀行「預金・貸出関連統計」
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図表３：地方銀行、第二地方銀行の設備投資、中小企業向け貸出

地方銀行（設備資金） 地方銀行（中小企業向け）

地方銀行Ⅱ（設備資金） 地方銀行Ⅱ（中小企業向け）

日本銀行「預金・貸出関連統計」
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